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平成 28年度事業報告書「法人の概要」及び「事業の概要」について 

 

１ 法人の概要 

 

１－１ 建学の精神 

 

  本学院は、1954年（昭和 29年）に創設者故「水野 子
と し こ

」名誉学院長の献身的な努力に

より設立されました。滝子幼児園（現在の滝子幼稚園）を母体として設置された本学院

は、その後、名古屋自由学院幼稚園教員養成所（現在の名古屋芸術大学保育専門学校）、

名古屋自由学院短期大学（後の名古屋芸術大学短期大学部で 2008 年（平成 20 年）7 月

31 日廃止）、同付属第二幼稚園（現在の名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園）、名古屋芸術

大学、同大学院の開設等、飛躍的な発展を遂げてきました。 

しかし、保育の現場において保護者のニーズ、保育者に求められる資質・能力が多様

化してきたことに伴い、名古屋芸術大学短期大学部保育科を発展的に改組し、2007年（平

成 19 年）4 月に名古屋芸術大学の中に小学校教諭、幼稚園教諭及び保育士養成を目指し

た人間発達学部子ども発達学科を設置しました。このことにより 2008年（平成 20年）3

月、名古屋芸術大学短期大学部は 45年の歴史に幕を閉じることとなりましたが、同短期

大学部の精神は人間発達学部に引き継がれています。 

  本学院は、創設当初から「至誠奉仕」を建学の精神として掲げ、心豊かな人間の育成

に努めてきました。これまでに多くの卒業生が社会の各分野において立派に活躍し、高

い評価を得ております。現在も創設時の精神を引き継ぎ、芸術及び保育の分野において

広く社会に貢献する人材の育成に努めています。 

  人間が人間として育つための基本的な条件である自由が、「自由学院」の自由でありま

す。自由でのびやかな環境の中で、一人ひとりの学生が生き生きと学ぶ学園でありたい

と今後の発展を念願しています。 

 

 【理 念】 

   本学院の建学の精神「至誠奉仕」は、傘下の各学校に受け継がれ、人間性の不断の

陶冶と社会の要請に応えられる豊かな感性と創造力に富んだ人材の育成をもって、学

院各校共通の教育理念としています。 

 【特 色】 

   卒業生が実社会で存分に活躍できるよう、実技・実習を重視し、表現力や創造性の

開発に力点をおいたカリキュラム・指導法が学院各校共通の特色です。 

 【指導方針】 

   教員は、学生との信頼関係を大切にし、学生の主体性・可能性を尊重し、能力・適

性等を総合的に把握し、指導の成果等については、常時点検と評価を実施し、指導法

の改善に努めています。 
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１－２ 学校法人の沿革（概要）等 

 

年 月 日 概 要 －学校法人・学校・学部・学科・課程等の新増設等－ 

昭和 27年 4 月 1日 名古屋市昭和区永金町一丁目１番地に「滝子幼児園」を開設 

昭和 28年 3 月 31日 「滝子幼児園」を「滝子幼稚園」に変更設置認可（収容定員 310人） 

昭和 28年 4 月 1日 「滝子幼稚園」開設（収容定員 310 人） 

昭和 29年 11月 22 日 ｢学校法人自由学院｣設立認可、理事長「水野 子
と し こ

」就任 

昭和 32年 5 月 1日 ｢学校法人自由学院｣の名称を「学校法人名古屋自由学院」に変更認可 

昭和 33年 4 月 1日 名古屋市昭和区永金町一丁目 1番地に「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」開設 

昭和 33年 5 月 31日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、幼稚園教員を養成する機関として文部

大臣の指定を受ける 

昭和 34年 2 月 4日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、保母を養成する施設として厚生大臣の

指定を受ける 

昭和 38年 4 月 1日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学」を開設 

（入学定員〈保育科 50人〉） 

昭和 41年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「文科」開設 

（入学定員 100 人〈国文専攻 50 人・英文専攻 50 人〉） 

昭和 42年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 43年 4 月 1日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」を

開設（収容定員 240人） 

昭和 43年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 100 人） 

昭和 43年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」開設（入学定員 20 人） 

昭和 45年 4 月 1日 愛知県西春日井郡師勝町熊之庄及び同郡西春町徳重に「名古屋芸術大学」開設 

（入学定員 音楽学部 70人 〈声楽科 10人・器楽科 25 人・音楽教育学科 35人〉） 

（入学定員 美術学部 80人〈絵画科 30人・彫刻科 10 人・デザイン科 40人〉） 

昭和 48年 2 月 6日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」の名称を「名古屋保育専門学校」に変更認

可 

昭和 48年 2 月 6日 「名古屋保育専門学校」は、幼稚園教員を養成する機関として文部大臣の指定を

受ける 

昭和 48年 3 月 29日 「名古屋保育専門学校」は、保母を養成する施設として厚生大臣の指定を受ける 

昭和 48年 3 月 31日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」廃止 

昭和 49年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科」開設（入学定員 50 人） 

昭和 49年 12月 25 日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 80人〈器楽専攻 55 人・声楽専攻 25 人〉） 

昭和 49年 12月 25 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 音楽学部 110人〈声楽科 15 人・器楽科 35 人・音楽教育学科 60人〉） 

（入学定員 美術学部 120人〈絵画科 45人・彫刻科 15 人・デザイン科 60 人〉） 
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昭和 52年 3 月 1日 「各種学校名古屋保育専門学校」を「専修学校名古屋保育専門学校」（教育専門

課程）に切替認可 

昭和 53年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」開設（入学定員 50 人） 

昭和 53年 12月 25 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 150 人） 

昭和 57年 4 月 1日 名古屋保育専門学校「保育科幼稚園教員・保母専攻コース第 1 部（昼間）」開設

（入学定員 50人） 

昭和 60年 3 月 31日 「滝子幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認可（収容定員 200 人） 

昭和 60年 3 月 31日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認

可（収容定員 160人） 

昭和 60年 12月 25 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（入学定員 音楽学部 160人〈声楽科 30 人・器楽科 60 人・音楽教育学科 70人〉） 

（入学定員 美術学部 180人〈絵画科 70人・彫刻科 20 人・デザイン科 90 人〉） 

平成元年 3月 31日 学校法人名古屋自由学院理事長「水野 子
と し こ

」辞任 

平成元年 4月 1 日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」就任 

平成 3年 12 月 20日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則の変更認可 

（器楽科 15 人・絵画科 10人・彫刻科 5人・デザイン科 25 人） 

（期間 平成 4 年 4月 1日から平成 9年 3 月 31日まで） 

平成 6年 12 月 21日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（第 3年次編入学定員 音楽学部 15人〈声楽科３人・器楽科 5人・音楽教育学

科 7人〉） 

（第 3年次編入学定員 美術学部 20人〈絵画科 10人・デザイン科 10人〉） 

平成 7年 4月 1 日 名古屋芸術大学「大学院美術研究科造形専攻｣修士課程開設（入学定員 10人） 

平成 8年 12 月 19日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則の変更認可 

（器楽科 15 人・絵画科 10人・彫刻科 5人・デザイン科 25 人） 

（期間 平成 9 年 4月１日から平成 12 年 3月 31 日まで） 

平成 9年 4月 1 日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科声楽専攻」及び「器楽専攻｣修士課程開設 

（入学定員 声楽専攻 5人・器楽専攻 6人） 

平成 11年 3 月 1日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学校」に変更し、介護

福祉士を養成する施設として厚生大臣の指定を受ける 

平成 11年 4 月 1日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学校」に変更し、介護

福祉科（教育・社会福祉専門課程）を開設（入学定員 80 人） 

平成 11年 4 月 1日 名古屋保育専門学校「保育科第二部（幼稚園教員専攻コース）」の廃止 

平成 11年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」の学生募集停止 

平成 11年 7 月 28日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 

（音楽学部 声楽科 50人・器楽科 85 人） 

 （美術学部 絵画科 80人・彫刻科 50 人・デザイン科 175人） 

平成 11年 7 月 28日 「名古屋芸術大学」の収容定員の減少に係る学則変更認可（音楽教育学科 50人） 

平成 12年 3 月 30日 「名古屋保育・福祉専門学校」は、幼稚園教員養成機関として文部大臣の指定を
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受ける 

平成 12年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専攻課程」の学生募

集を停止し、「音楽科」として学生募集を行う 

平成 12年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」及び「児童教育科」の学生募集停

止 

平成 12年 4 月 1日 名古屋自由学院短期大学「保育科」及び「音楽科」を男女共学とする 

平成 12年 5 月 24日 「名古屋自由学院短期大学音楽科」の収容定員の減少に係る学則変更認可 

（入学定員 50人） 

平成 12年 8 月 15日 名古屋芸術大学美術学部「彫刻科」の名称を「造形科」に変更認可 

平成 12年 8 月 15日 「名古屋自由学院短期大学」の名称を｢名古屋芸術大学短期大学部｣に変更認可 

平成 12年 8 月 15日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の名称を「名古屋芸術大学附属クリ

エ幼稚園」に変更認可 

平成 13年 3 月 31日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」廃止 

平成 13年 3 月 31日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専攻課程」廃止 

平成 13年 3 月 31日 名古屋芸術大学短期大学部「児童教育科」及び「児童教育科第二部」廃止 

平成 13年 4 月 1日 ①名古屋芸術大学「美術学部彫刻科」を「美術学部造形科」に施行 

②「名古屋自由学院短期大学」を「名古屋芸術大学短期大学部」に施行 

③「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」を「名古屋芸術大学附属クリエ幼 

 稚園」に施行 

平成 13年 4 月 1日 名古屋芸術大学音楽学部「音楽文化応用学科」及び美術学部「美術文化学科」開

設（入学定員〈音楽文化応用学科 50人・美術文化学科 30 人〉） 

平成 13年 4 月 1日 名古屋芸術大学短期大学部文科「国文専攻課程」の募集停止 

平成 14年 3 月 31日 名古屋芸術大学短期大学部「文科」廃止 

平成 14年 4 月 1日 名古屋芸術大学「デザイン学部デザイン学科」開設 

（入学定員 175 人 第 3年次編入学定員 10人） 

平成 14年 4 月 1日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」の学生募集停止 

（ただし、3 年次編入学は平成 16年 4 月から学生募集停止） 

平成 16年 4 月 1日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科音楽学専攻修士課程」開設（入学定員 8 人） 

平成 17年 4 月 1日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」及び「音楽文化創造学科」開設 

（入学定員 演奏学科 115人、音楽文科創造学科 120人） 

平成 17年 4 月 1日 名古屋芸術大学「大学院デザイン研究科デザイン専攻修士課程」開設 

（入学定員 10人） 

平成 17年 4 月 1日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」及び「音楽文化

応用学科」の学生募集停止 

（ただし、3 年次編入学は平成 19年 4 月から学生募集停止） 

平成 18年 3 月 31日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」廃止 

平成 19年 3 月 6日 「名古屋芸術大学人間発達学部」は、指定保育士養成施設として東海北陸厚生局

長の指定を受ける 

平成 19年 3 月 16日 「名古屋芸術大学人間発達学部」は、教員の免許状授与の所要資格を得させるた
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めの大学の学部等の課程として文部科学大臣の認定を受ける 

（小学校教諭一種免許状及び幼稚園教諭一種免許状） 

平成 19年 3 月 22日 名古屋保育・福祉専門学校「介護福祉科」の入学定員の減少に係る学則変更承認

（入学定員 40人） 

平成 19年 4 月 1日 名古屋芸術大学「人間発達学部子ども発達学科」開設 

（入学定員 140 人 第 3年次編入学定員 10人） 

平成 19年 4 月 1日 名古屋芸術大学短期大学部「保育科」及び「音楽科」の学生募集停止 

平成 20年 3 月 31日 「名古屋芸術大学短期大学部」閉校 

平成 20年 3 月 31日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」、「器楽科」、「音楽教育学科」及び「音楽文化

応用学科」廃止 

平成 20年 4 月 1日 名古屋芸術大学美術学部「美術学科」開設（入学定員 160人） 

平成 20年 4 月 1日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」、「造形科」及び「美術文化学科」の学生募集

停止（ただし、3年次編入学は平成 22 年 4月から学生募集停止） 

平成 22年 3 月 31日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村科子」辞任 

平成 22年 4 月 1日 学校法人名古屋自由学院理事長「川村大介」就任 

平成 23年 4 月 1日 名古屋芸術大学「大学院人間発達学研究科子ども発達学専攻修士課程」開設 

（入学定員 10人） 

平成 23年 4 月 1日 「名古屋保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保育・福祉専門学校」に名称

変更 

平成 24年 4 月 1日 「名古屋芸術大学 栄サテライト」開設 

平成 25年 3 月 31日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」廃止 

平成 26年 3 月 31日 名古屋芸術大学美術学部「造形科」及び「美術文化学科」廃止 

平成 26年 6 月 12日 

 

 

「名古屋芸術大学」の入学定員の減少に係る学則変更届出 

（入学定員 音楽学部 150人〈演奏科 60人・音楽文化創造学科 90人〉、美術学

部美術学科 120 人） 

平成 26年 8 月 1日 

 

学校法人名古屋自由学院寄附行為の変更認可 

（理事定数：9人、評議員定数：20 人） 

平成 27年 3 月 31日 名古屋芸術大学保育・福祉専門学校「介護福祉科」廃止 

平成 27年 4 月 1日 

 

「名古屋芸術大学保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保育専門学校」に名

称変更 

平成 29年 2 月 28日 名古屋芸術大学保育専門学校「教育・社会福祉専門課程  保育科」、「教育・社

会福祉専門課程  保育科第二部」が職業実践専門課程として文部科学大臣の認定

を受ける 
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１－３ 設置する学校・学部・学科等（平成 28年 5月 1日現在） 

 

 １ 名古屋芸術大学大学院 

    音楽研究科    声楽専攻（修士課程） 

             器楽専攻（修士課程） 

             音楽学専攻（修士課程） 

    美術研究科    美術専攻（修士課程） 

    デザイン研究科  デザイン専攻（修士課程） 

    人間発達学研究科 子ども発達学専攻（修士課程） 

 ２ 名古屋芸術大学 

    音楽学部     演奏学科 

             音楽文化創造学科 

    美術学部     美術学科 

    デザイン学部   デザイン学科 

    人間発達学部   子ども発達学科 

 ３ 名古屋芸術大学保育専門学校 

    保育科 

    保育科第二部 

 ４ 滝子幼稚園 

 ５ 名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園 
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１－４ 事務組織図（平成 28年 5月 1日現在） 

                       企画室 

                                               監査室 

                                  学院広報室 

                      

              法人事務局      総務部          総務課 

                                       人事課 

                         財務部          経理課 

                                      管財課 

理事会                               

 企画室（東） 

理事長          名古屋芸術大学      事務部           大学院事務室 （東・西） 

                                                                      庶務会計課   （東・西） 

    評議員会                             管財課    （東・西） 

         演奏課     （東） 

                       (ﾒﾃﾞｨｱ教育センター)    ＩＴ室    （東・西） 

                       (広報企画部)         広報入試課  （東・西） 

                        (生涯学習センター)                                    

                       (教職センター)       事務室    （東・西） 

                                     教務課    （東・西） 

                         

(国際交流センター)      学生支援課  （東・西） 

                       (図書館)           図書室    （東・西） 

                       (技術センター)       技術管理室  （西） 

 

                      名古屋芸術大学保育専門学校             事務室   （滝） 

             滝子幼稚園                     事務室   （滝） 

             名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園           事務室   （東） 

東キャンパス事務室 

西キャンパス事務室 

(学生部) 
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１－５ 当該学校・学部・学科等の入学定員、学生数の状況  

 

 入学定員 ３年次編入

学定員 

収容定員 

 

現  員 

(平成 28 年 5 月 1 日現在) 

名古屋芸術大学大学院 

 音楽研究科 

 美術研究科 

 デザイン研究科 

 人間発達学研究科 

     

      19 

      10 

   10 

   10 

 

   － 

   － 

   － 

  － 

 

     38 

     20 

   20 

   20 

 

        19 

        27 

         5 

         4 

    合    計       49    －      98         55 

名古屋芸術大学 

 音楽学部演奏学科 

 音楽学部音楽文化創造学科 

 美術学部美術学科 

 デザイン学部デザイン学科 

  人間発達学部子ども発達学科 

 

      60  

      90  

120 

   175 

     140  

 

      8 

      7  

     10 

     10 

     10 

 

    366 

    434 

580 

  720 

    580 

 

       185 

       245 

    357 

740 

       408 

    合    計      585      45   2,680      1,935 

名古屋芸術大学保育専門学校 

 保育科 

 保育科第二部 

 

      50 

      25 

 

   － 

   － 

 

    100 

     75 

 

        97 

        38 

    合    計       75    －     175        135 

滝子幼稚園    －    －     200        206 

名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園    －    －     160        174 
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１－６ 役員・教職員の概要 （平成 28年 5月 1日現在） 

 

 ・役員並びに評議員の定員及び現員  

   理 事（定員 9名 現員 9名） 

   監 事（定員  2名 現員 2名） 

   評議員（定員 20名 現員 20名） 

 ・教職員（主な役職者名） 

   学校法人名古屋自由学院長・理事長 

     川 村 大 介 

   名古屋芸術大学長 

     竹 本 義 明 

   名古屋芸術大学保育専門学校長 

     藤 澤 卓 美 

   滝子幼稚園長 

     藤 澤 卓 美 

   名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園長 

     鎌 倉 博 

   学校法人名古屋自由学院法人事務局長 

     平 野 春 吉 

 ・教職員数 

   【教  員】 

   名 古 屋 芸 術 大 学 （教授 67名 准教授 28名  講師 6名 非常勤講師 346名） 

   名 古 屋 芸 術 大 学 保 育 専 門 学 校（専任教員 8名 非常勤教員 16名） 

   滝 子 幼 稚 園（専任教諭 7名 非常勤教諭 3名） 

   ク リ エ 幼 稚 園（専任教諭 6名 非常勤教諭 3名） 

   【事務職員及び技術職員】 

   事務職員（62名）  

   技術職員（ 5名） 
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２ 事業の概要 

 

事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

地域連携の充実 

 

 

 

 

 

 

産学官連携・社会

貢献の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体及び公共団体等との連

携協定の締結 

 

 

 

 

 

地域社会における活動の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋芸術大学と自治体等との多様な分

野で包括的な連携協力のもと、地域社会の発

展及び人材育成に貢献するため、次の連携協

定を締結した。 

北名古屋市商工との連携協定 

平成 28年 5月 23日締結 

 

名古屋芸術大学の多彩な教育文化活動を

通じて、次の地域社会と関わりを実施した。 

①「尾州毛織物プロジェクト 2016」に参加 

  美術学部の学生が、ファッションキュレ

ーター「宮浦晋哉」氏による講演、紡績工

場及び染色整理工場見学、縫製工場での作

業体験など、尾州の関係者から直接指導を

受け、伝統の織物技術と若い感性をかけ合

わせ、新たな可能性を探求した。 

②「あいちトリエンナーレ 2016」に参加 

  舞台芸術公募プログラムで、名古屋芸術

大学のミュージカル「ショービジネスに乾

杯！2016 Wind and Musical」が採用され、

愛知芸術劇場大ホールの舞台でブロード

ウェイの華やかな世界を音楽学部学生の

ほか、飛騨ミュージカルカンパニー、碧南

ミュージカンパニーのメンバーも参加し、

地域連携の成果発表の場ともなった。 

③㈱ミツカンホールディングスとの共同事 

 業 

  半田市にある「ミツカンミュージアム」

で、季節のイベントに合わせて音楽学部の

卒業生による演奏、デザイン学部の卒業生

によるハロウィンの装飾を実施した。ま

た、デザイン学部の学生が、ミツカンの企

業理念「伝統・革新・環境」を次世代に伝

えるため、現代的なメディアテクノロジー

を利用したイベントを制作し発表した。 

④原付バイクナンバープレートのデザイン

を制作 

  北名古屋市市政施行 10 周年記念事業の
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務職員研修の充

実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＤ研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一環で、本学と同市が連携して原付バイク

のナンバープレートのデザインを制作す

るため、美術学部及びデザイン学部の学生

がコンペに応募し、グランプリ受賞作品が

製品化された。 

⑤「みんなでやろうよ！田んぼアート！！」

に協力・参加 

  北名古屋市市政施行 10 周年記念事業の

一環で、美術学部の学生が「田んぼアート」

のデザインを考案し、市民とともに参加し

た。 

⑥飛騨童話会議によるミュージカルの公演 

岐阜県高山市の活性化と芸術文化向上

のため、音楽学部学生及び教員がミュージ

カルの公演に参画した。 

⑦新製品開発プロジェクトに参画 

  ナガサキ工業株式会社とデザイン学部

の学生が、産学プロジェクトとして製品開

発を進めた。製品化された「ハットスタン

ド」、「蚊取りスタンド」、「ウォッチス

タンド」が同社のネットショッピングサイ

トから販売された。 

⑧「１日限りのお仕事発見－幼稚園教諭・保

育士体験－」の開催 

  名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園で、高

校生を対象に職場体験及び大学教員によ

る講義を実施した。 

 

平成 25年 12月 12日付けで文部科学省「平

成 25年度私立大学等経常費補助金特別補助

（未来経営戦略推進経費）－中長期展望に基

づく職員の能力向上を図る取組み計画－()」

が採択され、「名古屋自由学院事務職員研修

規程」に基づき、次の研修を実施した。 

①全体研修（文書事務、整理力向上） 

②管理職研修（大学における危機管理） 

③新任職員研修（名古屋自由学院施設見学） 

④実務研修（パソコン、有志による勉強会） 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

名古屋芸術大学保

育専門学校の職業

実践専門課程の認

可申請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋芸術大学保

育専門学校の教育

環境の充実 

 

 

 

 

名古屋芸術大学保

育専門学校の学生

支援の強化 

 

 

 

 

 

滝子幼稚園及び名

古屋芸術大学附属

クリエ幼稚園の教

育評価 

 

 

 

 

 

 

専修学校の専門課程における

職業教育の水準の維持向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

授業内容の向上 

 

 

 

 

 

 

学生生活及び進路支援 

 

 

 

 

 

 

 

第三者による教育評価の実施 

愛園会役員との懇談会 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学大臣が認定する「職業実践専門課

程」の認可のため、次のことを実施した。 

①専任教員対象の学内研修 

②自己評価・自己点検の実施と公開 

③学校関係者による学校評価の実施と公開 

④学校関係者評価委員会開催と議事録公開 

⑤教育課程編成委員会開催と議事録公開 

⑥保育の現場と連携した授業の強化 

⑦９月から学校基本情報をホームページで

公開 

⑧９月に愛知県私学振興室を経由し文部科

学省に提出 

⑨２月に文部科学省から職業実践専門課程

の認可 

 

授業内容向上のため次のことを実施した。 

①学生による授業評価の実施と平均点公開 

②専任教員と非常勤教員とのミーティング 

③時間割構成の見直し 

④幼稚園実習意見交換会、保育園実習意見交

換会 

 

 学生を支援するため次のことを実施した。 

①奨学金説明会 

②学内保育実施検定 

③愛知県私立幼稚園連盟主催「就職キャラバ

ン隊」による学内就職説明会 

④東京アカデミーによる公務員対策講座 

⑤就職先訪問の近況報告会 

 

両園とも外部の有識者を委嘱し、平成 28

年度学校教育評価に向けて「アドバイザー会

議（滝幼）」及び「学校関係者評価委員会（ク

リエ）」を開催した。平成 28 年度の教育、

教育課程、子育て支援、園内研究、教員の自

己評価及び保護者からの教育に関するアン

ケートの集計結果を報告し、意見交換を実施

した。 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

滝子幼稚園の保育

実践研究 

 

 

 

滝子幼稚園の保育

支援の強化 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋芸術大学附

属クリエ幼稚園の

教育課程の見直し

及び継続 

 

名古屋芸術大学附

属クリエ幼稚園の

日常保育の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名古屋芸術大学附

属クリエ幼稚園の

園児募集 

 

 

 

 

 

 

研究紀要の発刊 

 

 

 

 

特別支援教育の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

保護者参画の保育の実施 

 

 

 

 

業務全体の見直し 

 

日常保育、行事の見直し 

 

 

 

研修の充実 

 

 

 

 

 

子育て支援及び園児募集の強

化 

 

 

 

 

 

 

 

「造形あそびへの意欲」と「手指の操作技

術」との関連についての研究を実施し、その

研究結果を「研究紀要（第 3 号）」として発

刊した。 

 

特別な支援を要する園児 8人の在籍に対し

て、年中組に特別支援担当教諭を配置、年少

組は複数担任により手厚い支援体制を整備

した。また、幼稚園連盟に巡回指導を依頼し、

担任が要支援の子どもに対してどう援助す

べきか学ぶ機会を実施した。また、臨床心理

士を委嘱し要支援の子どもの保護者と臨床

心理士との面談を実施した。 

 

保護者が積極的に保育に関わる機会を設

けるため、日常的な行事及び保育のかかわり

を教諭とともに取り組む「サポーターズ（保

育活動ボランティア）」を企画・実施した。 

 

職員会議の議題を整理し、時間短縮を図り

保育に専念できる時間を増加した。 

「発表会」を見直し、幼児の発想を生かす

「劇発表会」を実施した。また、芸大人間発

達学部との連携強化により、新たな保育及び

園外活動等が可能となった。 

「気になる子」に焦点を当て、ケース会議

を開催し園全体で支援する取り組みを実施

した。また、6 人の担任による実践報告・検

討会を開催し、実践内容を園全体で共有し

た。 

 

地域の子育て支援及び園児募集広報の目

的として、未就園児教室「ひよこ組」の募集

及び原則として毎週金曜日に「ぴよぴよ広

場」として園庭を開放した。なお、園庭開放

の案内は本園掲示板及びホームページに掲

載し公表し、結果として定員の新入園児を確

保した。 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 

名古屋芸術大学の

経営改革 

名古屋芸術大学の学部を改編

し学部を設置 

 平成 29 年 4 月 1 日付けで名古屋芸術大学

音楽学部、美術学部及びデザイン学部を改編

し、芸術学部芸術学科を設置することに伴

い、平成 28年 4月 28日付けで文部科学省に

芸術学部芸術学科の設置に係る届出を行い、

受理された。 

また、平成 28年 3月 25日付けで文部科学

省に教員免許状授与に係る教職課程認定申

請を行い、平成 28 年 11 月 28 日付けで認定

された。 

 

芸術学部芸術学科の設置に伴い、平成 28

年 12月 17日（土）の理事会で「学校法人名

古屋自由学院寄附行為」の変更を承認し、同

寄附行為の変更届を文部科学省に提出した。 

 

※ 詳細は、別添の「平成 28年度事業計画報告書」を参照 

 

 



３　財務の概要

(単位：円)

(単位：円)

303,028,320

△ 2,501,404

1,251,836,057

△ 34,477,377

361,970,488

19,829,435

△ 323,983,618

328,455,3003,830,767,152

216,679,720

2,538,856,000

5,860,975,796

4,609,139,739

5,860,975,796 328,455,300

613,476,705

45,541,402

70,559,844 116,300,156

0

資 産 運 用 支 出

当 年 度 支 出 合 計

0

563,000,000

9,752,014

0

1,304,749

0

328,455,300

差　　　異

116,784,913

△ 717,336,358

704,970,601

48,971,260

5,532,520,496

決　算　額

1,701,753,344

△ 15,450,018

551,204,650

32,936,367

11,163,662

251,664,986

96,221,540

653,762

495,797,470

0

2,422,071,087

400,236,377

0

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入

補 助 金 収 入

そ の 他 の 支 出

手 数 料 収 入

3,995,663,034

65,389,198

収 入 の 部 合 計

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

雑 収 入

当 年 度 収 入 合 計

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

教 育 研 究 経 費 支 出

110,930,600

△ 224,000

256,339,794 △ 3,940,254

500,000,000

△ 2,307,022

297,350,000

55,407,180

186,860,000

5,532,520,496支 出 の 部 合 計

資 金 支 出 調 整 勘 定

地方公共団体補助金収入

設 備 関 係 支 出

資 産 売 却 収 入

11,817,424

236,214,968

前 受 金 収 入

管 理 経 費 支 出

借 入 金 等 利 息 支 出 0

借 入 金 等 返 済 支 出

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入

人 件 費 支 出

支 出 の 部

226,431,734

施 設 関 係 支 出

科　　　目

4,159,222,452

資 金 収 入 調 整 勘 定

予　算　額

△ 716,031,609

そ の 他 の 収 入

1,701,753,344

704,970,601

449,207,637

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

30,629,345

差　　　異

3,024,614,400 3,040,037,900

3,794,411 △ 2,319,411

△ 15,423,500

3,427,800

科　　　目

156,402,000国 庫 補 助 金 収 入

収 入 の 部

決　算　額予　算　額

40,467,000 37,039,200

202,650,000

99,937,794 △ 3,716,254

252,399,540

1,475,000

156,178,000

寄 付 金 収 入

３－１．資金収支計算書の概要

359,469,084

△ 289,506,241

　　資金収支計算書は、当該会計年度の教育研究活動に対応する全ての収入及び支出の内容、並びに当
該会計年度における支払資金(現金及びいつでも引出すことが出来る預貯金）の収入及び支出のてん末を
明らかにするものです。

平成28年度資金収支計算書

259,971,680

△ 285,021,405次 年 度 繰 越 支 払 資 金 1,536,857,462

予 備 費
(30,170,565)

19,829,435

大学･専修学校･幼稚園において学

生･生徒･園児などから納入された

学費です。 

大学に対する私学大学等経常費

補助金など国からの補助金です。 

県及び市町村からの補助金です。 

受託事業・受託研究に係る収入及

び補助活動事業収入です。 

本年度に納入された、次年度以降

本年度末において収納できなかっ

た未収入金や前年度に先立って受

入れた前受金などです。 

法人業務･学生等募集など直接教

育に要さない経費です。 

土地、建物、構築物等の施設関係

の支出です。 

本年度末において支払えなかった

未払金や前年度に先立って支払っ

た前払金などです。 

教育研究用機器備品、その他の機

器備品、図書等の設備関係の支出

です。 
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収入の部
　学生生徒等納付金収入(30億4,004万円)は、授業料、入学金、実験実習料、教育充実費、施設設備資金の
収入です。下記のグラフは、平成28年5月1日現在の在籍学生生徒数(2,505名)です。

1.7億円 2.1億円

　手数料収入(3,704万円)は、入学検定料、試験料及び証明手数料の収入です。

　寄付金収入(379万円)は、特別寄付金及び一般寄付金の収入です。このうち、特別寄付金は、用途が指定
された寄付金収入です。

　補助金収入(2億5,634万円)は、国庫補助金及び地方公共団体補助金の収入です。このうち、最も大きな割
合を占めているのは国庫補助金のなかの私立大学等経常費補助金です。

　資産売却収入(2億265万円)は、有価証券の売却収入です。
　
　付随事業・収益事業収入(3,294万円)は、公開講座収入及び受託事業収入等です。

　受取利息・配当金収入(1,116万円)は、受取利息・配当金収入です。

　雑収入(2億5,166万円)の72.7％は、私立大学退職金財団交付金収入です。なお、平成27年度より会計基
準の変更に伴い、雑収入の中に施設設備利用料が含まれています。

1.6億円3.9億円 2.6億円

芸大 1,935名 

77.24% 

大学院 55名 

2.20% 

保専 135名 

5.39% 

滝幼 206名 
8.22% 

クリエ 174名 

6.95% 

学生生徒等数構成図 

1.18 
0.26 0.05 0.10 0.00 

2.42 

1.95 
1.29 1.66 

1.26 

0.32 

0.39 

0.32 
0.33 

0.30 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

5.50

6.00

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

補助金の推移 
私立大学等経常費補助金特別補助 

私立大学等経常費補助金一般補助 

文部科学省・地方公共団体等補助金

等 

億円 

 

補助金受入額 
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支出の部

　管理経費支出(4億24万円)は、法人業務・学生募集業務・管理業務に伴う消耗品費、光熱水費、通信費、
印刷費、修繕費及び業務委託等の経費支出です。

　借入金等利息支出及び借入金等返済支出は、平成26年度に全て完済済みのため、当年度の支出額はあ
りません。

　施設関係支出(7,056万円)は、建物、構築物の支出です。

　設備関係支出(6,539万円)は、教育研究用機器備品、その他の機器備品、図書、及びその他のソフトウェア
の支出です。

　人件費支出(24億2,207万円)は、教員人件費、職員人件費、役員報酬及び退職金の支出です。

　教育研究経費支出(7億497万円)は、教育・研究等の活動に要する消耗品費、光熱水費、通信費、印刷費、
修繕費及び業務委託費等の経費支出です。
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３－２．事業活動収支計算書の概要

(単位：円)

(単位：円)

そ の 他 の 特 別 支 出 0 109,550 △ 109,550

3,998,021,929 161,265,669

教　育　活　動　外　支　出 0 0 0

特　別　支　出 4,499,720 △ 109,550

0

45,214,909

116,050,760

422,033,832

1,102,736,346 0

653,762

特　別　収　入 12,678,796 18,682,236 △ 6,003,440

そ の 他 の 特 別 収 入 12,678,796 16,032,236 △ 3,353,440

△ 2,650,000

653,762

基 本 金 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 3,620,871,192

決　算　額 差　　　異

教 育 研 究 経 費

借 入 金 等 利 息

2,473,251,7512,589,302,511

△ 4,316,827,150

当 年 度 収 支 差 額 △ 424,755,063

0

184,899,454

60,000,000

△ 3,620,871,192

基 本 金 組 入 額 合 計

△ 555,411,313 △ 331,200,895 △ 224,210,418

△ 755,955,958

4,390,170

△ 200,544,645

23,743,335

△ 160,226,858220,226,858

△ 331,200,895

(26,256,665)

0 0

4,390,170

0 △ 200,544,645

△ 3,731,845,229 △ 584,981,921翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

0

4,187,421,103

0

地 方 公 共 団 体 補 助 金

基 本 金 取 崩 額

事 業 活 動 支 出 計

23,743,335[ 予 備 費 ]

予　算　額

0

事 業 活 動 支 出

雑 収 入

徴 収 不 能 額

資 産 処 分 差 額

管 理 経 費

資 産 売 却 差 額 0

科　　　目

人 件 費

257,928,285

受 取 利 息 ・ 配 当 金

0

4,002,521,649

11,817,424

△ 11,251,874

付 随 事 業 収 入 30,629,345 △ 2,307,022

△ 39,310,964

3,427,80040,467,000 37,039,200

△ 4,466,436

△ 3,940,254

寄 付 金

経 常 費 等 補 助 金

手 数 料

99,937,794 △ 3,716,254

2,650,000

科　　　目

学 生 生 徒 等 納 付 金 3,040,037,900

平成28年度消費収支計算書

156,178,000

1,475,000 5,941,436

252,399,540

△ 224,000

3,607,513,570 3,641,474,856 △ 33,961,286

　事業活動収支計算書は、当該会計年度の事業活動収入、事業活動支出、基本金組入額並びに事業活動
収支の均衡状態を示す計算書で、企業会計の損益計算書に近いものです。学校法人の事業活動収支計算
書には、損益計算書では計上対象とならない資本的支出が基本金組入額として計上されています。

予　算　額

△ 15,423,5003,024,614,400

差　　　異

事 業 活 動 収 入

決　算　額

平成28年4月 1日から
平成29年3月31日まで

国 庫 補 助 金

256,339,794

教　育　活　動　収　入

96,221,540

32,936,367

269,180,159

156,402,000

事 業 活 動 収 入 計 3,632,009,790

教　育　活　動　支　出 4,159,287,598

教　育　活　動　外　収　入 11,817,424

4,390,170

11,163,662

3,671,320,754

11,163,662

1,102,736,346

467,248,741

資金収支寄付金収入と教育備品･

図書など資産の現物寄付金額で

す。 

固定資産などの売却額が帳

簿残高(貸借対照表残高)を

超える場合の超過額です。 

資金収支教育研究経費支出と施

設・設備の当期減価償却額などが

資金収支管理経費支出と施設・設

備の当期減価償却額などが含まれ

固定資産など売却収入が帳簿残

高(貸借対照表残高)に不足する場

合の不足額と、固定資産などを処

本年度の徴収不能確定額です。 

基本金各号が取崩しとなった場合

の合計額です。 

基本金各号の組入額の合計額で

す。 
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事業活動収入

基本金組入額及び取崩額

事業活動支出
　事業活動支出は、教育研究その他の諸活動に対応して消費した支出で、人件費、教育研究経費、管理経
費、借入金等利息、資産処分差額等です。

　事業活動収入は、学校法人の負債とならない収入で、学生生徒等納付金、手数料、寄付金、補助金、付随
事業、受取利息・配当金、資産売却差額、雑収入等です。

　基本金組入額は、学校法人の永続的維持に必要な資産を継続的に保持するために、維持すべきものとし
て帰属収入のうちから組入れた金額です。
　基本金には、第１号基本金から第４号基本金まで、４種類の基本金があります。

　第１号基本金は、施設設備の整備拡充のために支出した金額であり、当年度は土地施設等の基本財産か
ら運用財産への変更が多かったため、1億6,023万円の取崩しとなりました。
　第２号基本金は、施設設備を取得するために、事前に組入れた金額であり、当年度はありませんでした。
　第３号基本金は、教育・研究活動の維持向上を目的とした教育研究基金、奨学基金等の設定であり、平成
23年度において組入予定額を達成したため、当年度の組入額はありませんでした。
　第４号基本金は、恒常的な資金の維持のための設定であり、当年度は経過措置のため6,000万円の取崩し
となりました。

学生生徒等納付金 

30億4,004万円 

82.81% 

手数料 3,704万円 

1.01% 

寄付金 594万円 

0.16% 

補助金         

2億5,634万円 

6.98% 

受取利息・配当金

収入   1,116万円 

0.30% 

付随事業収入他      

3億2,080万円 

8.74% 

事業活動収入の構成 

  人件費      

24億7,325万円 

61.80% 

教育研究費                                                                                           

11億274万円        
27.55% 

管理経費      

4億2,203万円 

10.54% 

借入金等利息･その

他  450万円         
0.11% 

事業活動支出の構成 
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３－３．貸借対照表の概要

(単位：円)

未 収 入 金

現 金 預 金

0

24,509,757

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

　　特　定　資　産

構 築 物

400,000,000

15,956,587,186

短 期 貸 付 金

15,727,008,513 △ 229,578,673

1,701,753,344

189,498,949

20,284,120

前 年 度 末

152,094,701

574,314

有 価 証 券

施 設 設 備 引 当 特 定 資 産

0

流 動 資 産

前 払 金

1,536,857,462

5,346,358

574,314

0

仮 払 金

208,474,380

1,094,2001,124,200

0

1,671,000,000

長 期 貸 付 金

64,401,999そ の 他 の 固 定 資 産 61,430,319

4,621,840

立 替 金

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

21,069,165

1,937,012,9291,747,764,731

保 証 金

0

0

管 理 用 機 器 備 品

　貸借対照表は、平成29年3月31日現在の財政状態を示す計算書で、学校法人の資産と負債・純資産の状
況を表しています。学校法人会計には、企業会計の資本金という概念はなく、基本金として組入れている金
額と当該年度までの事業活動収支計算の結果である翌年度繰越収支差額が、貸借対照表の貸方に計上さ
れています。

図 書

11,779,837,824

資 産 の 部

6,348,685,887

第 3 号 基 本 金 引 当 資 産

1,260,000,000

車 輌

1,263,000,000

11,000,000

1,613,000,000

34,393,098

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

11,000,000

3,071,400

2,729,878

34,976,598

2,102,099

113,154,730

0

0

627,779

58,000,000

0

3,015,959

(平成29年3月31日)

土 地

ソ フ ト ウ ェ ア

5,625,636

3,776,000,000 55,000,000

12,067,432,456 △ 287,594,632

4,209,546

3,831,000,000

1,128,760,205

建 物

有 形 固 定 資 産

6,614,672,383

科　　　目

固 定 資 産

本 年 度 末

△ 265,986,496

△ 3,000,000

増　減　(△)

貸借対照表

2,971,680

279,278

教 育 研 究 用 機 器 備 品

△ 18,975,431

△ 18,207,672

△ 583,500

3,071,400

3,973,898

119,695,656

179,195,006

3,983,389,905 3,983,389,905

8,183,444

116,170,689

0

△ 189,248,198

160,987,334

1,153,269,962

△ 32,399,045

500,000,000

△ 164,895,882

500,000,000

0400,000,000

0

△ 4,621,840

△ 785,045

30,000

0

△ 418,826,87117,893,600,11517,474,773,244

受 取 手 形 0 0 0

資 産 の 部 合 計
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固定資産

流動資産

負債

基本金

消費収支差額

合計

第 2 号 基 本 金 0 0 0

基　本　金 19,104,465,970 19,324,692,828 △ 220,226,858

増　減　(△)

△ 418,826,871

△ 110,974,037

△ 105,259,231

17,633,255

△ 60,000,000

△ 110,974,037

17,893,600,11517,474,773,244

281,934,076

1,281,262,755

348,000,000

500,000,000

△ 3,620,871,192

本 年 度 末

15,703,821,636

42,263,486

第 ３ 号 基 本 金 500,000,000

増　減　(△)

0

17,633,255

350,962,084 △ 69,028,008

926,148,979

1,263,629,500

前 年 度 末

18,476,692,828

532,923,409500,883,470

1,263,629,500

繰　越　収　支　差　額

退 職 給 与 引 当 金

未 払 金

820,889,748

負 債 の 部 合 計

前 年 度 末

本 年 度 末

38,072,202

2,189,778,4792,102,152,503

純 資 産 の 部

18,316,465,970

負 債 及 び
純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

288,000,000

△ 3,731,845,229

△ 87,625,976

第 １ 号 基 本 金

△ 3,620,871,192

前 年 度 末科　　　目

△ 3,731,845,229

15,372,620,741

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

科　　　目

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

△ 331,200,895

増　減　(△)

本 年 度 末

1,281,262,755

第 ４ 号 基 本 金

△ 32,039,939

科　　　目

△ 160,226,858

前 受 金

△ 4,191,284預 り 金

26 22 19 19 17 

167 163 162 160 157 
205 204 195 193 191 

23 22 
21 22 21 

△ 35 △ 40 △ 35 △ 36 △ 37 

193億円 
186億円 

186億円 179億円 175億円 

-50

0

50

100

150

200

250

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

貸借対照表構成比率の推移 

億円 

基本金 

繰越収支差流動資産 

負債  

固定資産 
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３－４．財務比率経年比較

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

87.9% 88.4% 88.5% 87.8% 88.0%

87.2% 87.4% 87.5% 87.5% ―

△ 18.3% △ 21.4% △ 19.3% △ 20.2% △ 21.4%

△ 11.2% △ 12.2% △ 12.9% △ 13.6% ―

263.2% 264.9% 230.2% 209.1% 212.9%

237.1% 245.9% 253.2% 254.1% ―

13.8% 13.2% 13.0% 13.9% 13.7%

14.7% 14.4% 14.3% 14.3% ―

12.1% 19.1% 11.5% 12.2% 12.0%

12.8% 12.6% 12.5% 12.5% ―

67.3% 67.7% 68.6% 67.4% 67.4%

61.0% 61.2% 61.3% 61.2% ―

99.3% 99.6% 100.0% 99.9% 99.8%

97.1% 97.1% 97.1% 97.2% ―

　

　本学校法人では、財政の健全性を確保することを目的として、13項目の財務比率を設定しグラフ化しました。各比率の意味
と各比率から見た本学の財政状況（平成24年度～平成28年度）は以下のとおりです。なお、全国私大平均は、医歯系法人を
除いた大学法人の平均値です。

本学

大学法人平均

大学法人平均

本学

大学法人平均

⑦基本金比率(＝基本金÷基本金要組入額)
　 ⇒自己資金は充実されているか（高い値が良い）

⑥有形固定資産構成比率（＝有形固定資産÷総資産）
　 ⇒資産構成はどうなっているか（低い値が良い）

本学

貸借対照表関係比率

⑤総負債比率(＝（固定負債+流動負債）÷総資産)
   ⇒負債の割合はどうか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

①自己資金構成比率
　(＝(基本金+消費収支差額)÷総資金(負債+基本金+消費収支差額))
   ⇒資金の調達源泉の分析（高い値が良い）

②消費収支差額構成比率(＝消費収支差額÷総資金)
   ⇒自己資金は充実されているか（高い値が良い）

③流動比率(＝流動資産÷流動負債)
   ⇒負債に備える資産が蓄積されているか（高い値が良い）

④負債比率(＝総負債÷自己資金（＝基本金+消費収支差額）)
   ⇒負債の割合はどうか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

本学

大学法人平均

本学

大学法人平均

87.9% 
88.4% 

88.5% 

87.8% 88.0% 

87.2% 87.4% 87.5% 87.5% 

85.0%

86.0%

87.0%

88.0%

89.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

①自己資金構成比 
本学 

大学法人平均 

△ 18.3% 

△ 21.4% 
△ 19.3% △ 20.2% 

△ 21.4% 

△ 11.2% △ 12.2% 
△ 12.9% △ 13.6% 

△ 24.0% 

△ 14.0% 

△ 4.0% 

②消費収支差額構成比率 

263.2% 264.9% 

230.2% 

209.1% 
212.9% 

237.1% 
245.9% 253.2% 254.1% 

200.0%

250.0%

300.0% ③流動比率 

13.8% 13.2% 13.0% 

13.9% 
13.7% 

14.7% 14.4% 14.3% 14.3% 

8.0%

13.0%

18.0%
④負債比率 

12.1% 

19.1% 

11.5% 

12.2% 12.0% 

12.8% 12.6% 12.5% 12.5% 

8.0%

18.0%

28.0% ⑤総負債比率 

67.3% 67.7% 
68.6% 

67.4% 
67.4% 

61.0% 61.2% 61.3% 61.2% 

60.0%

70.0% ⑥有形固定資産構成比率 

99.3% 99.6% 100.0% 99.9% 99.9% 

97.1% 97.1% 97.1% 97.2% 96.0%

98.0%

100.0%

102.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

⑦基本金比率 
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平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

82.0% 84.3% 86.0% 82.7% 83.2%

73.4% 72.4% 69.5% 73.7% ―

63.2% 67.8% 64.6% 66.5% 67.7%

52.8% 52.4% 50.9% 53.7% ―

77.1% 80.4% 75.1% 80.3% 81.4%

71.9% 72.4% 73.3% 73.0% ―

30.2% 33.0% 34.0% 30.2% 30.2%

31.2% 31.5% 31.2% 33.2% ―

△ 5.1% △ 14.4% △ 10.6% △ 7.4% △ 9.0%

4.8% 5.2% 7.2% 4.7% ―

107.8% 114.4% 110.6% 107.4% 109.0%

107.9% 107.8% 107.5% 108.6% ―

※表中、⑪及び⑫以外の｢帰属収入｣は、平成27年度及び平成28年度は｢経常収入(教育活動収入+教育活動外収入)｣、

⑪及び⑫の帰属収入は｢事業活動収入(教育活動収入+教育活動外収入+特別収入)｣と読み替える。

大学法人平均

事業活動収支関係比率

⑧学生生徒等納付金比率(＝学生生徒等納付金÷消費収入)
 　⇒収入構成はどうなっているか

本学

大学法人平均

⑨人件費比率(＝人件費÷消費収入)
 　⇒支出構成は適切であるか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

⑩人件費依存率(＝人件費÷学生生徒等納付金)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

⑪教育研究経費比率(＝教育研究経費÷消費収入)
 　⇒支出構成は適切であるか（高い値が良い）

本学

大学法人平均

⑫消費収支差額比率(＝消費収入-消費支出）÷消費収入)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか

本学

本学

大学法人平均

⑬消費収支比率(＝消費支出÷消費収入)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか（低い値が良い）

82.0% 84.3% 86.0% 
82.7% 83.2% 

73.4% 72.4% 
69.5% 

73.7% 

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

⑧学生生徒等納付金比率 
本学 

大学法人平均 

63.2% 
67.8% 

64.6% 
66.5% 

67.7% 

52.8% 52.4% 50.9% 
53.7% 

40.0%

50.0%

60.0%

70.0% ⑨人件費比率 

77.1% 
80.4% 

75.1% 80.3% 

81.4% 

71.9% 72.4% 73.3% 73.0% 

65.0%

75.0%

85.0% ⑩人件費依存率 

30.2% 

33.0% 
34.0% 

30.2% 

30.2% 
31.2% 31.5% 31.2% 

33.2% 

29.0%

30.0%

31.0%

32.0%

33.0%

34.0%

35.0% ⑪教育研究経費比率 

△ 5.1% 

△ 14.4% 

△ 10.6% △ 7.4% 
△ 9.0% 

4.8% 5.2% 
7.2% 

4.7% 

△ 20.0% 

△ 10.0% 

0.0%

10.0%
⑫帰属収支差額比率 

107.8% 

114.4% 

110.6% 

107.4% 

109.0% 

107.9% 107.8% 107.5% 

108.6% 

100.0%

110.0%

120.0%

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 

⑬消費収支比率 
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3－4 主な施設設備の整備状況 

 

・校舎耐震補強工事、キャンパス内バリアフリー化、防災設備整備の推進 

対象となる校舎の耐震診断を平成 15・16年度で実施し、平成 17年度より３カ年計画で耐

震補強工事を実施しました。平成 20年度から地震等の防災を想定した設備対策を実施中。 

年度 所属 事業内容 

28 芸大 年式の古い火災感知器を確認灯付に更新 

27 

芸大･保専 

滝幼･クリエ 

校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工(非構造部材耐震) ※１ 

X 棟･2 号館･クリエ園舎他 

保専 本館･清雅館渡り廊下新設(バリアフリー) ※２ 

26 芸大 
西キャンパス A 棟天井耐震補強工事(非構造部材耐震)  

東キャンパス玄関自動ﾄﾞｱ･ｽﾛｰﾌﾟ･手摺･多目的ﾄｲﾚ改修(ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ) ※３ 

25 
芸大 

滝幼 

3 号館講堂舞台照明設備落下防止(非構造部材耐震)  ※４  

滝子キャンパス渡り廊下 （バリアフリー）   ※５ 

24 芸大 西 B・G 棟渡り廊下増築（バリアフリー）    ※６ 

23 芸大 
西 B・G 棟耐震補強工事 

西 C･D･E･F 棟耐震補強工事 

22 

芸大 

全学 

芸大 

保専 

11 号館耐震補強工事･EV 耐震改修（４基） 

緊急地震速報システム構築（大学･専門学校･幼稚園） 

全校舎自動火災報知機集中管理整備 

尚友館耐震補強工事･EV 耐震改修 

21 芸大 
Ｋ棟身障者トイレ改修（バリアフリー） 

非常放送・避雷ユニット等防災設備改修 

20 芸大 

体育館大空間天井耐震補強工事 

8 号館身障者トイレ増設（バリアフリー） 

埋設ガス配管の耐震化 

19 芸大 
8 号館耐震補強工事 

1 号館身障者対応ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ及びﾄｲﾚ改修工事（バリアフリー） 

18 

芸大 A 棟･５号館耐震補強工事 

短大部 9 号館耐震補強工事 

保専 清雅館耐震補強工事 

17 
芸大 

H･K 棟・６号館耐震補強工事 

G･U 棟渡り廊下増築（バリアフリー）      ※７ 

H･K 棟ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ渡り廊下増築（バリアフリー）  ※８ 

滝幼 北館耐震補強工事 

16 芸大 X･G 棟渡り廊下増築（バリアフリー）      ※９ 
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・学校隣接土地の取得等 

年度 所属 事業内容 面積（㎡） 

28 芸大 東キャンパス古井 119 駐車場(運用財産)移行 1,068 

27 
芸大 

法人 

西キャンパス借地の返還 

西キャンパス隣接地取得 

名古屋市昭和区永金町 1-21-3(運用財産)処分 

2,578 

537 

175.14 

26 芸大 
西キャンパス校地取得 

西キャンパス駅前校地取得 

417.00 

1,301..28 

25 法人 
名古屋市昭和区広池町 15(運用財産)移行 

名古屋市昭和区永金町 1-32(運用財産)移行 

612.08 

91.09 

24 法人 
名古屋市昭和区汐見町(運用財産)処分 

北名古屋市熊之庄射矢重(運用財産)処分 

824.94 

1164.00 

23 法人 北名古屋市鍛冶ヶ一色（運用財産）処分 1,844.00 

19 滝幼 滝子キャンパス園地取得 244.28 

18 芸大 
東キャンパス校地取得 

西キャンパス校地取得 

503.00 

871.00 

16 芸大 東キャンパス校地取得 886.00 

 

 

・地球温暖化対策として省エネルギー化の推進 

年度 所属 事業内容 

28 
芸大 

全体 

東西キャンパス各棟使用電力計測装置設置及び空調デマンド計測 

高圧受電 6 ヶ所の特定電気事業者(PPS 事業者)による入札決定 

26 芸大 
東 9 号館屋上太陽光発電設備設置(10kw)     ※１０ 

東第 2 変電所高効率トランス更新 

24 芸大 東１号館設備集中監視制御システム更新 

23 芸大 

東１号館屋上太陽光発電設備設置（20kw）    ※１１ 

東１号館省エネ照明更新、省エネトランス更新 

西 C･D･E･F 棟工房屋根･外壁･照明省エネ改修   ※１２ 

西 Z 棟省エネ照明更新、G 棟高効率空調機省エネ照明更新 

22 芸大 
西体育館屋上太陽光発電設備設置（40kw）    ※１３ 

西省エネトランス更新、A･H･K 棟省エネ照明更新 

21 芸大 

1・5 号館高効率空調機リニューアル 

Ａ・Ｂ棟 LED 照明・人感センサー等取替 

1・3・5・6 号館 LED 照明・人感センサー等取替 

20 芸大 1 号館高効率空調機ﾘﾆｭｰｱﾙ 

19 芸大 

学生食堂･1 号館空調機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰﾘﾆｭｰｱﾙ 

重油ﾎﾞｲﾗｰ熱源ﾘﾆｭｰｱﾙ 

屋外緑化 

18 

芸大 3 号館講堂照明システム改修 

短大部 1 号館空調機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰﾘﾆｭｰｱﾙ 

滝幼 園バスの天然ガス自動車買い替え 

17 芸大 東キャンパス４号館ガス空調機（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 
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16 
芸大 西キャンパス U 棟ガス空調（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

保専 清雅館ガス空調（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

15 
芸大 

東キャンパス 3 号館ガス空調機（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

西キャンパス高圧受電設備を省エネ機器に改修 

クリエ 園バスの天然ガス自動車買い替え 

14 芸大 
東キャンパス空調機デマンド制御設置 

西キャンパス空調機デマンド制御設置 

 

以 上 

 



非構造部材耐震事業・バリアフリー化

※1 平成27年度 

 校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工 

 (非構造部材耐震)西キャンパスX棟 

 

※1 平成27年度  

 校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工 

 (非構造部材耐震)東キャンパス2号館 

※1 平成27年度  

 校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工 

 (非構造部材耐震)クリエ園舎 

 

※2 平成27年度 

   本館･清雅館渡り廊下新設(バリアフリー）  
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バリアフリー化・耐震整備事業

※4 平成25年度 

 東3号館講堂舞台照明設備落下防止 

                 (非構造部材耐震) 

※3 平成26年度  

 東キャンパス 玄関自動ドア・スロープ・ 

 手摺･多目的ﾄｲﾚ改修(バリアフリー) 

※5 平成25年度 

 滝子キャンパス渡り廊下(バリアフリー) 

※6 平成24年度 

   西B・G棟渡り廊下増築（バリアフリー）  
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※7 平成17年度 

 西G・U棟渡り廊下増築(バリアフリー) 

※8 平成17年度 西H・K棟エレベーター 

渡り廊下増築(バリアフリー) 

※9 平成16年度  

     西X・G棟渡り廊下増築(バリアフリー) 
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省エネルギー化整備事業

※11 平成23年度 

 東1号館屋上太陽光発電設備設置(20kw) 

※13 平成22年度 

  西体育館屋上太陽光発電設備設置(40ｋｗ) 

※12 平成23年度  

 西C･D･E･F棟工房屋根・外壁・照明省エネ改修 

※10 平成26年度  

 東キャンパス 9号館屋上太陽光発電設備 

               設置(10kw) 
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